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講演の内容

１． IPCC第6次報告書とClimate Resilient Development

２．コペンハーゲンの挑戦

３．日本における適応策の課題とS-18プロジェクト
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国際情勢が急速に変化する中で、気候変動対策の見通しはどうか？

日本の国内での影響や対策に関する研究はどうなっているのか？



１． IPCC第6次報告書と

Climate Resilient Development
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IPCC第６次報告書の公表

WGI 科学的基礎
2021年8月

WGII 影響・適応・脆弱性
2022年2月

WGIII 気候変動の緩和
2022年4月

統合報告書
2023年春



温暖化の将来見通し（WGI）

出典：IPCCAR6 WGI報告書,2021に加筆
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・GHG排出を大幅に減少しない限り、21 世紀中に1.5℃及び2℃上昇を超える。

・2040年ころに、どのシナリオでも1.5℃に達する可能性がある
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1850-1900年からの気温上昇 現在1℃ 1.5℃ 2℃ 4℃

10年に1回の
極端な高温

気温上昇 ＋1.2℃ ＋1.9℃ ＋2.6℃ ＋5.1℃

発生頻度 2.8倍 4.1倍 5.6倍 9.4倍

50年に1回の
極端な高温

気温上昇 ＋1.2℃ ＋2.0℃ ＋2.7℃ ＋5.3℃

発生頻度 4.8倍 8.6倍 13.9倍 39.2倍

10年に1回の
大雨

雨量増加 ＋6.7％ ＋10.5％ ＋14.0％ ＋30.2％

発生頻度 1.3倍 1.5倍 1.7倍 2.7倍

10年に1回の

農業や生態系に
影響を及ぼす
干ばつ

発生頻度 1.7倍 2.0倍 2.4倍 4.1倍

（IPCC AR6、2021から三村作成）

【災害事象】 極端気象現象の変化（強度、頻度）（WGI）
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米国・オーストラリア
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ギリシャ・トルコ

パキスタンの洪水

欧州の渇水（フランス）

カナダ熱波（49.6℃）

（https://mainichi.jp/）

(http://ruf.s33.xrea.com/)

(https://www.bloomberg.co.jp/news/)

https://earthobservatory.nasa.gov/images/

(https://plaza.rakuten.co.jp/)

温暖化による極端気象の激化（2020～2022年）
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【災害】 洪水頻度の変化 1970-2000年と2071-2100年の比較（WGII）

・洪水の頻度は、アジア、アフリカ、中南米、北米南部で上昇
（IPCCAR6 WGII報告書,2022）

増加 減少

（4℃）

（3℃）（2℃）
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減少 増加

【食料生産】
トウモロコシの
将来予測

SSP5-8.5

2069–2099年

（IPCCAR6 WGII報告書Atlas,2022）



102050年 2100年

365日

1日

RCP2.6

（2℃）

RCP4.5

（3℃）

RCP8.5

（4℃）

現状
1991-2005【健康影響】

高温に
晒される
人口

・温暖化の程度に
よって、暑熱による
死亡リスクが上昇

（IPCCAR6 WGII報告書Atlas,2022）
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脆弱な自然環境・地域の影響リスク

• 気候変動のリスクを決める要因は、気象ハザード（外力）、暴露、脆弱性

• 脆弱な地域は、アフリカ、南アジア、中南米、小島嶼国、北極圏。現在、33億人が
これらの地域に住んでいる

アフリカ アジア 豪州・NZ 南米 ヨーロッパ 北米 小島嶼国

（IPCCAR6 WGII

報告書,2022）
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影響リスクの全体評価ー温暖化とリスクの関係（WGII）

世界平均気温の変化（1850-1900年比） 懸念の要因（RFCs）

・1.5℃以下と2℃以上では、気候変動の影響リスクは異なる
・2℃以上では、すべての指標でリスクが高まる

（IPCCAR6 WGII報告書SPM,2022）
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世界で気候変動適応は進展

 世界的に適応計画の策定が前進
・世界で80％の国が何らかの適応枠組みを構築
・第5次報告書時点から大きな進展がある

 途上国に対する資金支援は不十分
・現在のペースでは、急速に進む気候変動影響に対応できない

 適応を推進する条件
・政治の関与や制度構築、幅広い関係者の参加などが必要

適応策： なし 準備中策定

適応策の策定状況
図出典：UNEP

AGP(2021)

その他

森林
生態系

防災

水
インフ
ラ

農業

観光
健康

海岸海洋資源

ｴﾈﾙｷﾞｰ

分野別の資金ニーズ（26途上国）
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IPCC第6次報告書が示す現状認識

１．「人間の影響による温暖化には疑う余地がない」と断定。

２．気候変動は、すでに自然と人間に対して幅広い影響を引き起こしている。
影響リスクは脆弱な自然環境・地域で大きい。

３．ほとんどの排出シナリオで2040年ころまでに1.5℃に達する可能性が高い。

４．対策のポテンシャルはあるが、現状では十分ではない
【緩和策】 現在利用可能な緩和策だけで排出量を半減できる
【適応策】 適応策の多くは気候リスクへの短期的な対応にとどまる

５．近未来（～2040年）の見通しと対応の緊急性
我々は、温暖化を1.5℃／2℃以下にとどめる経路上にはない。
次の10年における社会の選択と行動が世界の将来を左右する。
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 WGII報告書全体を通じて、気候、生態系、人間社会の関係の転換に言及
 気候変動にレジリエントな開発（CRD）によって、気候、生態系、人間社会の関係
を健全で持続可能なものに変えることが必要

CRDとは「気候変動対応×持続可能な開発」

気候 気候

社会
社会生態系 生態系

(a) 気候・生態系・社会の相互作用 (b) CRD実現のサイクル

（IPCCAR6 WGII報告書SPM,2022）

気候変動にレジリエントな開発（CRD)
ー気候変動対策と開発の不可分な関係



２． コペンハーゲンの挑戦

World First Carbon Neutral Capitalと
Climate Resilient City
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市域人口 58万人
大首都圏 200万人

コペンハーゲン

2011 Copenhagen Climate 

Adaptation Plan

（気候変動適応策）

2012 CPH 2025 Climate Plan

（2025年脱炭素計画）

2012 Cloudburst Management   

Plan （豪雨対策計画）

2016  First Climate Resilient

Neighborhood

2021  Climate Plan

- Roadmap 2021–2025

（5年ごとの実行計画）
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コペンハーゲンの気候変動対策

エネ
ルギ
ー

交通

CN 脱炭
素

【緩和策】 World first carbon neutral capital by 2025

4つの柱
• エネルギー消費
• エネルギー供給
• グリーン・モビリティ
• 市主導の対策
（グリーン化）

Denmark Copenhagen

出典：CPH 2025 climate plan-roadmap 2021-2025, 2021
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【Adaptation Plan】
Climate change planning is an excellent chance for urban development

内水対策 緑地計画 暑熱対策 防護・防災

出典：Copenhagen Solution for Sustainable Cities

夏の高温
豪雨

海面上昇
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内水対策のアプローチ

・従来型の雨水排除と新手法の併用
・地表面の遊水・浸透機能の活用
都市空間のグリーン化

【地表面の活用】
１．豪雨ロード（貯留施設への流路）
２．遊水スペースと遊水ロード
３．グリーンロード

【地中排水施設】
４．豪雨パイプ（下水道、雨水管）

１
２

３
４

出典：Copenhagen’s first climate resilient neighborhood, 2016
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遊水スペース／Green Roadの例

出典：Copenhagen’s first-climate 

resilient neighborhood, 2016
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近隣街区（Neighborhood）のプロジェクト（300件）

出典：Copenhagen’s first-climate resilient neighborhood, 2016
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Copenhagenの教訓

１．気候変動対策＝新しい都市開発の機会
ー都市レジリエンスの確保と住民のＱＯＬ向上の同時達成

２．気候変動対策と他の都市開発目標の結合
ー中長期的目標の設定（2025年カーボンニュートラル、CN Capital）

３．Nature-based Solution
ーグリーンインフラ・生態系サービスの保全・再生・活用

４．市全体ー地区ー近隣街区それぞれで行政と住民、専門家が対話
イノベーションー地域に応じた多様な適応手法の開発



３．日本における適応策の課題と

S-18プロジェクト
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日本における気候変動適応の経過

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2025

・適応策の検討から計画・実施段階へ移行
・地域の取り組みに向けた高解像度の影響予測・適応評価

IPCC AR5
(2014)

1.5℃SR 土地関係SR
海洋雪氷圏SR

IPCC AR6

パリ協定
SDGs

2050カーボン
ニュートラル加速

COP26

気候変動
適応法
適応計画

地球温暖化
対策法
(1998)

影響評価報告書
適応計画変更

影響評価

適応計画
変更

気候変動に
強靭な開発

中環審意見具申
各省庁での取組

農水省適応計画改定

地域気候変動適応センター 50自治体

CCを踏まえた治水、海岸保全方針

厚労省・消防庁など熱中症対策

経産省適応ビジネス

国立環境研A-PLAT

適応の取組例
（一部のみ）

環境省・ERCA 環境研究総合推進費戦略的研究開発S-18の開始



環境研究総合推進費S-18

気候変動影響予測・適応評価の
総合的研究

2020年度～2024年度

プロジェクト・リーダー：三村信男

研究参加機関：茨城大学、愛媛大学、岡山大学、九州大学、京都大学、摂南大学、
筑波大学、東京大学、東北大学、富山県立大学、名古屋大学、名古屋市立大学、
福島大学、立教大学、早稲田大学、国土技術政策総合研究所、国立環境研究所、
森林研究・整備機構、水産研究・教育機構、農業・食品産業技術総合研究機構、
岐阜県農業技術センター、鹿児島県農業開発総合センター、山梨県畜産酪農技
術センター



【全体目標】

我が国の気候変動適応を支援する影響予測・適応評価に関する
最新の科学的情報を創出する

 
降雨量極値差

(mm/day)
降雨量極値差

(mm/day)

⑤ IPCC、パリ協定などへの国際的貢献
⑥ 他のプロジェクトとの研究交流。気候変動影響の全体像の提示
⑦ 民間企業、NGO、マスコミなどとの情報交換

① 統一的な全国レベルの影響予測
② 自治体の適応計画検討に資する高解像度の影響予測
③ 適応策の効果の評価
④ 分野ごとに脆弱な地域の抽出、地域毎の影響特性の把握
（拡充） COVID-19と気候変動、緩和策と適応策の関係

⑦ 気候変動に対してレジリエントな社会の在り方に向けた提言 27

影響予測・適応評価

連携・交流・発信

社会への提言

研究開発の目的・目標



社会経済・適応シナリオ
共通シナリオ

気候シナリオ

対象6分野の気候変動影響・適応評価

経済評価

＜期待される成果＞

次世代影響予測モデルの開発

包括的影響評価レポート

2025年影響評価への貢献

農林
水産業

水環境・
水資源

自然
生態系

自然災害
・沿岸域

健康 産業・
経済活動

国民生活
都市生活

地方公共団体

国立環境研究所

気候変動
適応センター 事業者

国民気候変動適応情報
プラットフォーム

A-PLAT

気候変動適応法の実施

研究計画

28



テーマ２
【農林水産業】

水稲，畑作物、野菜、果
樹，畜産，林業，水産業

テーマ３
【水環境・水資源，
自然災害・沿岸域】

沿岸浸水，高潮・高波，
河川洪水・内水氾濫，

水資源

テーマ４
【健康，産業・経済活動，

国民生活・都市生活

都市インフラ，土地利用，
交通・輸送システム，

健康，地域産業

テーマ５
【経済影響評価】

農業・健康・製造業部門の経済影響評価手法

テーマ１
【研究フレームワーク】

共通シナリオ，統合DB，非線形統計手法、ABM, 国際的取組への貢献

共通シナリオ（気候シナリオ・社会経済シナリオ）

物理的
影響予測
結果経済影響予測手法影

響
予
測
結
果
・適

応
策
の
評
価
→
統
合
D
B

分
野
毎
の
知
見
・デ
ー
タ
・予

測
結
果
→
新
し
い
影
響
予
測
手
法

研究テーマの構成



S-18研究フレームワークの構築

● 影響予測・適応評価研究の枠組み

• ①温暖化レベル、②気候シナリオ、③社会経済シナリオ、④適応あり／なしの条件を組み合
わせて、多様な条件下で評価を行う。

• 共通の気候シナリオと社会経済シナリオを設定
• 全てのテーマが共通の条件で影響予測と適応策の評価を実施
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分野 大項目 評価対象

農業・
林業・
水産業

農業 水稲
農業 リンゴ、ブドウ、アボカド
農業 病害虫（ニカメイガ、ツマグロヨコバイ）

農業
(統計的手法)

水稲、大豆、小豆、インゲン、落花生、裸麦、小麦、六条
大麦、二条大麦、そば、りんご、日本なし、西洋なし、か
き、びわ、もも、すもも、おうとう、うめ、ぶどう、パイ
ンアップル、キウイフルーツ、みかん、くり

畜産業
泌乳牛、採卵鶏、肥育後期豚（新期）
育成牛、肉用鶏、肥育前期豚（既存ﾃﾞｰﾀ高度化）

林業 スギ
林業 土砂災害
水産業 サンマ
水産業 養殖業（ノリ）；ワカメ、アワビ
水産業 水産業の将来予測

水環境・
水資源

水資源 河川流量、水需給バランス

自然災害
・沿岸域

沿岸 海面上昇による浸水

沿岸 高潮影響
沿岸 海岸侵食

河川 河川氾濫、内水氾濫

健康
感染症 デング熱、新型コロナウイルス感染症＋

暑熱 熱中症

産業・
経済活動

－
サプライチェーンや地域波及効果を考慮した経済モデル
（47都道府県経済モデル）

－ 気候変動に対する市町村脆弱性

国民生活
都市生活

都市インフラ 災害による都市物質ストックの被害

都市インフラ 乗合バス、鉄道

都市インフラ 鉄道線路、高速道路

研究成果：

全国影響
予測と
適応評価



コメの収量は従来予測よりも
多くの地域で低下する

従来モデル 最新モデル

相対収量(1981-2000年平均を100として)

今世紀半ば（MIROC5: RCP8.5）

西日本：（従来）収量確保→（最
新）減収地域が出現 * 日本全国平
均＋15%→±0%に下方修正（当社比）

1kmメッシュ収量・品質予測（2050s）
*温暖化傾向中庸な気候予測モデル／RCP8.5: CO2排出大≒昇温大

関東以西で白未熟粒率の増加
がより顕著に

最新モデル従来モデル

今世紀半ば（MIROC5: RCP8.5）

白未熟粒率(％)

全国平均で、今世紀半ば
従来15%→最新20%
* 今世紀末に30%→40%に増

2003年時点の普及品種を対象に適応策を取らない場合

農研機構プレスリリース(2021.07.19)
S18-2(1) Ishigooka et al. (2021:JAM)
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河川・内水氾濫の緩和・適応評価

たとえばSmit et al.,(1999)

防護

(protect)

順応

(accommodate)

撤退

(retreat)

適応策のオプション

https://pbs.t

wimg.com/

media/EGqq

WddUwAAr

YwT.jpg:sma

ll

今回検証

土地利用規制
10000人/km2以下&1/200で水深
3m以上は移転

治水水準の向上
河川整備計画達成

排水場能力向上
1/10内水排水達成

ピロティ建築
10000人/km2以上＆1/30で0.5m

以上に水深5mまで被害無し

たんぼダム
全てのたんぼに貯留効果

https://www.vill.noda.i

wate.jp/seikatukibanns

aikenn/image/0000002

133002.jpg

緩和策のオプション

温室効果ガスの制御
https://ecotopia.earth/article-167/

RCP2.6と8.5の差

S18-3-3東北大



緩和・適応による被害軽減効果

34

対応策
被害額軽減率

現状固定 SSPシナリオ

緩和策 22％減 30％減

治水安全度向上 14％減 17％減

排水能力向上 26％減 26％減

土地利用規制 24％減 19％減

ピロティ建築 68％減 68％減

田んぼダム 7％減 5％減

21世紀末 RCP8.5 適応無に対する被害軽減効果

内水含まず

外水含まず

数値計算による被害額推定

減少率から相互比較 まとめ
SSPシナリオ計算
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気候変動にレジリエントな街をデザインする

(1) 将来の市街地に対する気候変動影響予測（ SSP1-RCP2.6 ）

- 名古屋市錦二丁目地区での取り組み
・街並み：住宅・商業・オフィスの複合、容積率400-600%

・都市全体：集約連携型都市構造

2021 2030 2050 2090
N

Ts※：48.7℃ Ts：49.6℃ Ts：50.5℃ Ts：52.0℃

※Ts：平均道路表面温度（道路部分の表面温度の積分平均値）

持続可能シナリオ(SSP1)では、建築物減少に伴う日陰面積減少により地表面温度が上昇
→要適応策

S18-4-3東大
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気候変動にレジリエントな街をデザインする

(2) 温熱環境実測と気候変動適応策導入の検討（第２回ワークショップ）

サーモカメラによる測定

現状の把握と適応策の検討

街路の再整備

建物の建て替えと公共空間の緑化

36
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今後の課題と展望

 【日本の気候変動影響の全体像の把握】

全国統合評価による高解像度影響予測

社会変化を加味した影響予測＋経済評価

緩和＋適応による対策効果の評価

 2050年カーボンニュートラル（1.5℃目標）に合わせた影響予測

 地域ごとの影響特性とそれに対応可能な適応策の選択肢の提示

 日本における「気候変動にレジリエントな社会」構築に向けた
課題と展望



ご清聴有り難うございました。
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